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〔市民活動団体の情報取得手段〕 

設問１０ 市民活動団体の情報をどのように得ていますか。（社会貢献活動の情報収集やボランテ

ィアへ参加、協働相手の情報収集）あてはまる番号すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体の情報取得手段については、「新聞・雑誌・テレビ・ラジオ」が 39.5%と最も多い。 

 

 
 
 
 
 

39.5%

4.6%

16.2%

14.2%

14.9%

4.2%

6.4%

4.2%

16.3%

1.4%

14.6%

0.8%

12.4%

24.0%

1.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

１．新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

２．書籍

３．研修・セミナー・イベント等

４．委託先や助成先、連携相手など業務上の関係者

５．住所地の回覧板

６．表彰事例・助成金採択情報

７．友人・知人

８．中間支援組織が発信する情報（ＳＮＳ含む）

９．市民活動団体が発信する情報（ＳＮＳ含む）

１０．内閣府ＨＰ

１１．自治体・市民活動支援センターが発信する情報

（ＳＮＳ含む）

１２．パートナーシップ推進員（同会議含む）

１３．庁内の掲示板やチラシ、供覧資料

１４．市民活動団体の情報を得たことはない

１５．その他

市民活動団体の情報をどこで得ているか（複数回答）

R2(n=986)
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２（５） 市町村アンケート調査結果 

〇調査の概要 
 県内市町村市民活動担当課に対し、協働の成果や課題、課題解決のために必要なこと等に 
関する実態調査を実施。 
  実施期間：令和 5年 2月 6日～令和 5年 3月 3日 

 回 答 数：54 市町村（回収率 100％） 

〇調査結果 

〔市民活動の活発化〕 

設問１ ここ数年(3 年程度)で市民活動が活発になってきたと思いますか。該当する番号１つを

選択してください。 

（結果概要） 

 ここ数年で市民活動が活発化しているかについて、22.2%の市町村が「そう思う」、38.9%の市町

村が「そうは思わない」、38.9%の市町村が「わからない」と回答しており、「そう思う」と回答し

た市町村は 5.6 ポイント減少した。 
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設問１ 市民活動の活発化

１．そう思う ２．そうは思わない ３．わからない
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〔市民活動を推進する上での課題〕 

設問３ 市民活動を推進する上での課題について、あてはまる番号すべて選択してください。 

 

（結果概要） 

 市民活動を推進する上での課題については、「団体の実態把握が困難」が 85.2%と最も多い。 
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１．庁内や県との役割分担の明確化

２．団体の実態把握が困難

３．団体の活動実績の評価が困難

４．担当職員の不足

５．予算の不足

６．職員の共通認識の不足

７．支援効果の評価が困難

８．行政の公平性確保が困難

９．市民活動団体の定義が不明確

10.団体のニーズ把握が困難

11．団体への住民理解を得るのが困難

12．NPOという言葉への抵抗感

13．その他

14．特になし

設問３ 市民活動を推進する上での課題

H26(n=54) Ｈ29(n=54) R2(n=54) R3(n=54) R4(n=54)
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〔市民活動への住民理解〕 

設問２ ここ数年(3 年程度)で市民活動への住民理解は深まりましたか。該当する番号１つを選

択してください。 

 
（結果概要） 
 ここ数年で市民活動の住民理解が深まったかについて、18.5%の市町村が「そう思う」、16.7% 

の市町村が「そうは思わない」、64.8%の市町村が「わからない」と回答しており、前回調査から 

大きな変化は見られない。 
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〔市民活動を推進する上での課題〕 

設問３ 市民活動を推進する上での課題について、あてはまる番号すべて選択してください。 

 

（結果概要） 

 市民活動を推進する上での課題については、「団体の実態把握が困難」が 85.2%と最も多い。 
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６．職員の共通認識の不足

７．支援効果の評価が困難

８．行政の公平性確保が困難

９．市民活動団体の定義が不明確

10.団体のニーズ把握が困難

11．団体への住民理解を得るのが困難

12．NPOという言葉への抵抗感

13．その他

14．特になし

設問３ 市民活動を推進する上での課題
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〔市民活動への住民理解〕 

設問２ ここ数年(3 年程度)で市民活動への住民理解は深まりましたか。該当する番号１つを選

択してください。 

 
（結果概要） 
 ここ数年で市民活動の住民理解が深まったかについて、18.5%の市町村が「そう思う」、16.7% 

の市町村が「そうは思わない」、64.8%の市町村が「わからない」と回答しており、前回調査から 

大きな変化は見られない。 
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〔市民活動団体との協働経験〕 

設問５ 市民活動団体との協働している分野について、あてはまる番号すべてを選択してくださ

い。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体と協働している分野については、「福祉」「環境」が 70%を超える高い値となって 

いる。 
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２．保健・医療

３．環境

４．子育て

５．教育

６．学術・文化・芸術・ｽﾎﾟｰﾂ

７．防災・地域安全

８．産業・経済

９．雇用

１０．人権・男女共同参画

１１．地域間交流

１２．国際交流・国際協力

１３．地域ｺﾐｭﾆﾃｨ・地域活動

１４．情報化社会

１５．まちづくり

１６．消費者保護

１７．観光

１８．農山漁村・中山間地域振興

１９．その他

２０．協働事業は実施していない

設問５ 市民活動団体と協働している分野

H26(n=54) Ｈ29(n=54) R2(n=54) R3(n=54) R4(n=54)
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〔課題解決のため県へ期待すること〕 

設問４ 設問３で挙げた課題解決のために県に期待することについて、あてはまる番号すべてを

選択してください。 

 
（結果概要） 
 市民活動推進上の課題に対して県に期待することについては、「県や他市町村の施策情報の提供」

が 92.6％と最も多く、前回調査から大きく変化はない。 
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１．団体情報の提供

２．県や他市町村の施策情報の提供

３．県民対象の広報・啓発

４．職員対象の研修等の開催

５．県・市町村・団体の意見交換会等

６．団体の事業力向上のための補助金等

７．協働促進のためのルールづくりや助言

８．その他（自由記載）

９．特になし

設問４ 課題解決のため県へ期待すること

H26(n=54) Ｈ29(n=54) R2(n=54) R3(n=54) R4(n=54)
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〔市民活動団体との協働経験〕 

設問５ 市民活動団体との協働している分野について、あてはまる番号すべてを選択してくださ

い。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体と協働している分野については、「福祉」「環境」が 70%を超える高い値となって 

いる。 
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〔課題解決のため県へ期待すること〕 

設問４ 設問３で挙げた課題解決のために県に期待することについて、あてはまる番号すべてを

選択してください。 

 
（結果概要） 
 市民活動推進上の課題に対して県に期待することについては、「県や他市町村の施策情報の提供」

が 92.6％と最も多く、前回調査から大きく変化はない。 
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〔協働推進上の課題〕 

設問７ 市民活動団体との協働を推進する上での課題について、あてはまる番号すべてを選択し

てください。 

 

（結果概要） 

 市民活動団体との協働推進上の課題については、「職員の協働に対する理解不足・他部局との連 

携のしにくさ」が 74.1％と最も多く、前回調査から大きな変化は見られない。 
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〔協働の成果〕 

設問６ 市民活動団体と協働したことある場合の成果について、あてはまる番号すべてを選択し

てください。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体との協働の成果については、「単独実施より効率的・効果的に課題解決できた」が 

85.7％と最も多く、前回調査から大きな変化は見られない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

84.8%

47.8%

30.4%

34.8%

54.3%

4.3%

88.0%

54.0%

32.0%

32.0%

54.0%

2.0%

84.0%

54.0%

30.0%

26.0%

54.0%

2.0%

82.0%

52.0%

30.0%

26.0%

54.0%

2.0%

85.7%

51.0%

32.7%

26.5%

55.1%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．単独実施より効率的・効果的に課題解決できた

２．団体の専門性・課題解決力が認識できた

３．行政の仕組みへの理解促進が図られた

４．行政が市民参加の手法を理解できた

５．住民自らが課題解決へ取組む仕組みができた

６．その他

設問６ 協働したことがある場合、その成果

H26(n=46) Ｈ29(n=50) R2(n=50) R3(n=50) R4(n=50)



２（５） 市町村アンケート調査結果 

113 

〔協働推進上の課題〕 

設問７ 市民活動団体との協働を推進する上での課題について、あてはまる番号すべてを選択し

てください。 

 

（結果概要） 

 市民活動団体との協働推進上の課題については、「職員の協働に対する理解不足・他部局との連 

携のしにくさ」が 74.1％と最も多く、前回調査から大きな変化は見られない。 
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〔協働の成果〕 

設問６ 市民活動団体と協働したことある場合の成果について、あてはまる番号すべてを選択し

てください。 

 
（結果概要） 
 市民活動団体との協働の成果については、「単独実施より効率的・効果的に課題解決できた」が 

85.7％と最も多く、前回調査から大きな変化は見られない。 
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〔課題解決のため必要なこと〕 

設問８ 設問７で挙げた協働推進上の課題を解決するため必要なことについて、あてはまる番号

すべてを選択してください。 

 
（結果概要） 
 協働推進上の課題解決に必要なことついては、「市民活動の普及・啓発」が 79.6％と最も多い。 

また、この割合は増加傾向にある。 
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